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「どうなるこれからの高齢者」

～生きがいづくりと制度の矛盾～
医療生協さいたま生活協同組合

浦和民主診療所 事務長 鹿野睦子
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資料

全日本民医連

「医療介護崩壊」から「医療介護再生」へ

「医療介護再生プラン」 など
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【活動】2006年 12月 25日、内閣府「規制改革・民間開放推進に関する第３次答申」を発表、

さらに2007年 6月 22日に閣議決定した「規制改革推進のための3ヵ年計画」は住居者の住

居の安定に配慮した上で、以下の措置を講ずるとして、a公営住宅層の住居者が大半を占めるも

のについては地方公共団体への譲渡について協議すべき b建て替え事業の目的や必要性をきち

んと公表すべき。また事業にあたっては居住者の周辺団地等への転居や、家賃減額の縮小につい

て検討すべき c 建て替えに伴い生じる余剰地の売却により資産圧縮に努めるべき d 77万戸

の賃貸住宅について、今後の削減目標数を明確にすべき e 新規入居者との契約については、幅

広く定期借家契約を導入すべき f 管理業務の民間委託を拡大し、業務の効率化とコスト削減を

はかるべき の６項目が発表され、埼玉自治協は公団住宅の存続と居住者の居住の安定と借家人

の権利のかつてない重大な危機と機構と国土交通省住宅局に対し異議を申し入れました。さらに

2007年12月24日閣議決定した｢独立行政法人整理合理化計画｣による都市機構賃貸住宅スト

ック再生･再編方針による団地別整備方針が発表された。その内容は、①団地再生-全面建て替え

(草加松原) ②一部建て替え(田島･西大和)、集約(幸手･わしの宮･北本) ③ストック再生団地(40

年代団地･新規団地) ④土地所有者への返還(川口市街地中心)が対象になりました。機構は方針の

確定を2008年 2月末と急ぎ1月の初めから自治会、居住者への説明をさらに急ぎました。こ

れに対し埼玉自治協は対象団地のみでなく公団住宅居住者全体の問題として機構に対し、方針案

の撤回を求める運動を引き続き強め、公団住宅を安心して住み続けられる公共住宅として守る運

動に取り組んでいきます。 

【行政の審議会等の参加】 

薬事審議会 

【広 報】埼玉自治協ニュース埼玉(機関紙)自治協（年３回） 

【会員数】30,000 世帯 

【設 立】昭和53年 

 

 

  
【活動】①第42回くらしの教養大学(北方領土問題、米の消費拡大運動、ちふれ化粧品美容講座、

介護保険・年金・医療保険など、血液循環健康法、金融取引の基礎知識) ②第 37 回フォーラム

サラ８ブロックリーダー研修会(地域社会と婦人会の役割～健全な社会づくりのために～：講師・

県教育事務所主席社会教育主事兼主任指導主事、県生涯学習文化財課主任社会教育主事主査。第

１分科会：婦人会活動の現状と課題、第２分科会：私たちの健康づくり、第３分科会：食の安全・

安心) ③結核予防のための復十字シール運動 ④ちふれ化粧品購入運動 ⑤結婚相談 ⑥｢緑の銀

行｣募金運動 ⑦北方領土返還要求運動  

【行政の審議会等の参加】 

消費生活審議会、社会福祉審議会、医療審議会、

埼玉県屋外広告物審議会、社会福祉協議会、コ

ミュニティ協議会、米消費拡大推進協議会 他

【広 報】年３回(１回２万部) 

【会員数】20,000 人 

【設 立】1948年３月11日 

【運 営】総会(年１回)、常任理事会(年５回)、本部役員会

(年２回) 
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【活動】①第 53 回埼玉母親大会開催（埼玉県･越谷市･越谷教育委員会後援）６月 29 日越谷市立

富士中学校 参加 1200人、交流･くらしの中からの発信:教育･医療･農業(食料自給率)･環境・食

の安全・平和・女性の生き方・人間らしい働き方・税金等23分科会 ②県･地域母親大会で話し

合った内容をまとめ県行政に要請する(例年要請項目約 50)10 月県担当部課と、11 月知事と懇

談。文書でも回答を受け各参加団体の運動の参考とする ③2008年国際女性デー埼玉集会を３

月開催 ④12 月 8 日｢赤紙｣と呼ばれる第二次大戦時の召集令状のモデルを県内の主要駅頭で配

り、平和の大切さをアピールする。 

【行政の審議会等の参加】 

 なし 

 

【広 報】母親通信 

【会員数】22県域団体、42地域実行委員会 

【設 立】1955年 

【運 営】埼玉母親大会(年１回)、埼玉母親大会実行委員会

(月１回)、埼玉母親大会常任委員会(月１回) 

 

 

【活動】①家計簿運動②全国一斉スーパーしらべ③地球温暖化防止のとりくみやNO２測定④日本の

農業を守り、食の安全を守る運動として、米・野菜産直運動、大豆畑トラスト、みそ作り、田植

え、稲刈り、枝豆まつり⑤介護保険・医療改悪反対の学習と自治体との話し合い⑥少子化対策と

して、子育て支援として乳幼児医療制度の拡充の運動⑦30 人学級実現のための運動と、学校の

トイレ改善運動⑧｢赤ちゃん・親子リズム｣など若い母親の育児サークルの運営⑨核兵器壊滅のた

めの写真展や戦争展、署名活動⑩自衛隊のイラク派兵反対・憲法改悪反対の学習会と署名⑪各自

治体の消費生活展に参加⑫公園・駅・道路など改善運動 

【行政の審議会等の参加】 

女性問題協議会、消費生活審議会、埼玉県

トレーサビリティ推進協議会委員 

【広 報】新婦人しんぶん 新婦人さいたま 

【会員数】15,000 人     

【設 立】1962年 

【運 営】県本部大会(２年１回)、県本部委員会(２カ月 1回) 

     常任委員会(月 1回) 

【活動】①学習会：環境「雨について」「本当に環境にいいことってなぁーに」「三浦半島城ヶ島で

地質見学」「温暖化でどうなるこの地域」「汚染された自然界の水」「クレジット被害の実態」「田

中正造の生涯と鉱毒事件」 ②福祉：「福祉バザーと社会福祉事業へ寄付」「古切手収集、ひとみ

園へ」「小児がんの子供支援(24 時間チャリティーウォーク)」 ③米の消費拡大事業（県産米使

用）：「料理実習、味噌づくり」 ④二酸化窒素測定、石けん工場見学、文化活動：手作り品（古

布、毛糸を使用し作品づくり）展示、即売、編み物教室、遊歩隊(鎌倉街道、奥州街道を歩く) ⑤

その他：県、市の消費者展などに参加 

【行政の審議会等の参加】 

種苗協議会、米消費拡大推進連絡協議会、食の

安全県民会議、地産地消推進会議、県卸売市場

審議会、農林総合研究センター試験研究モニタ

ー会議、ＬＰガス委員会、NPO 法人埼玉消費

者被害をなくす会 

【広 報】コーペルニュース 

【会員数】3,000人 

【設 立】1960年 

【運 営】大会(年１回)、理事会(月 1回)、委員会(月 1回)
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【活動】１．｢消費者の権利の確立｣をめざす運動：埼玉消費者被害をなくす会への支援、県内消費

者団体との連携を強める等 ２．食の安全を求める運動：食品安全局との｢消費者懇談会｣参加等

３．改正生協法の学習と定款・規約等の改正 ４．安心してくらせる社会をめざす運動 ５．環

境の運動：①｢家庭の電気ダイエットコンクール2007｣実施 372人参加 ②  ＮＯ２測定(６月：

4,350件、12月：3,674件) ６．福祉の運動：｢コープ福祉フォーラム｣開催106人参加  ７．

平和の運動：①平和・市民５団体懇談会参加 ②原爆死没者慰霊式参加等 ８．地震などの災害時

の備え：八都県市合同防災訓練参加等 

【行政の審議会等の参加】 

消費生活審議会、環境審議会、園芸振興審議会、

食の安全県民会議、卸売市場審議会、畜産協議

会、米消費拡大推進協議会、フロン回収・処理

推進協議会、宅地建物取引業審議会、農産物安

全技術専門委員会、彩の国地産地消推進協議

会、埼玉県レジ袋削減推進会議 他 

【広 報】情報(月刊)、写真ニュース(季刊)、さいたまの生

協(年１回)、ホームページ、埼玉新聞に生協特集

掲載(年２回) 

【会員数】16生協 約 199万人 

【設 立】1972年６月 

【運 営】総会(年１回)、理事会(年６回)、他各種委員会 

 

【活動】１．学習活動 ①公開学習会「環境問題って他人事だと思っていませんか!?」～明日のわ

たしたちのために、今、できること～ ②食育の学習「食べ物はどこからくるの？」 ③「裁判

員制度の学習」～もし私が選ばれたら･･･～④生協の食品安全政策の学習「輸入野菜の残留農薬

について⑤医療制度の学習「どうなるの？これからの医療制度」⑥歯科口腔の学習 ２．施設見

学①横浜検疫所検査センター 3.交流活動 ①会員 6生協の活動交流 ②JA女性組織協議会と

の交流 

【行政の審議会等の参加】 

埼玉県消費生活審議会、埼玉県園芸振興審議会、埼玉

県消費生活審議会苦情処理部会、埼玉県地方薬事審議

会、埼玉県卸売市場審議会、埼玉県米消費拡大推進協

議会、農産物安全技術専門委員会、埼玉県食の安全県

民会議、｢いつでもどこでも埼玉産｣地産地消推進協議

会、他多数 

【広 報】情報（月刊） 

【会員数】1,215,199 人 

【設 立】2002年７月 

【運 営】全体会(１回)、運営委員会(年７回)、 

     公開学習会企画委員会(年 4 回)、協議会

(年６回)、公開学習会(年 1回) 
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【活動】 

年 間：「産地・工場見学」（169回 6,246人）・教えあい・学びあい「講習会」（287回 5573

人）・商品学習交流会（69回 1,684人）・ユニセフ一般募金（約1,300万円）他に「被

災地支援募金」（ソロモン、ペルー、 バングラディッシュなど、約116万円）・レジ袋

削減（2007 年 5月狭山市 2、坂戸市 3、川口市 3、春日部市 1店舗有料化、全店舗

で年間3回のレジ袋削減キャンペーン実施） 

2007年 4～08年 3月 「Cocco ルーム(子育て)親子ひろば」（267回 5,217人） 

2007年 4～08年 3月  ｢コープ秩父の森教室｣（15回 364人） 

2007年 6月      「エコライフDAY 2007埼玉」（24,582人参加） 

2007年 6～10月      「憲法を知ろう」学習会（7地区462人） 

2007年 7～10月       自治体（首長）懇談（35自治体） 

2007年 10月～2008年 1月 ｢コープフェスタ｣｢ミニフェスタ｣6地区で開催 

2008年 3月             市民活動助成金助成（43団体に660万円） 

【行政の審議会等の参加】 

埼玉県消費生活審議会委員・同苦情処理

部会委員、埼玉県食の安全県民会議委

員、地産地消推進協議会委員、埼玉県米

消費拡大推進協議会理事、埼玉県園芸振

興審議会委員、埼玉県社会福祉協議会評

議委員、さいたま市消費生活審議会委員 

【広 報】「にじのひろば｣：毎月発行（約37万部） 

「COOPネットワーク」：隔週発行（約30万部） 

『アピレ』（対外広報誌）：毎月発行（約5,500 部） 

【会員数】779,076 人（7月 20日現在） 

【設 立】1970年 

【運 営】総代会（年１回）理事会(毎月)、政策検討会(毎月)、理

事・副ミーティング(毎月)、エリア会(月 2回)など 

 

【活動】1.食と農の取り組み： ①食と農を考える学習会(連続講座 127 名参加)、②県内での米づ

くり体験（岩槻148名）、③大豆づくり交流（神川32名） ２.消費者課題の取り組み： ①「六

ヶ所再処理工場の本格稼動に反対し、その中止を求める署名」(6,832筆)、②「日豪ＥＰＡ交渉

における農業分野での適切な国際規律の確立を求める署名」（5,739筆）３.環境の取り組み： ①

ストップ温暖化さいたまフェア参加、②エコカレンダーの取り組み、③電気ダイエットの取り組

み ４.福祉の取り組み：①子育て支援講座（19回開催396名参加）、②学習会(古武術介護･ふ

くし deまちづくり) ５.平和・国際協力：「能登半島地震被災者支援カンパ」「ソロモン地震被災

者支援カンパ」「新潟県中越沖地震被災者支援カンパ」「ペルー沖地震被災者支援カンパ」「バン

グラディシュ・サイクロン『シドル』被災者支援カンパ」の取り組み 6.社会貢献活動：ドゥコ

ープ市民活動支援金6団体に助成 

【行政の審議会等の参加】 

 なし  

【広 報】あすーる(月刊) 

【会員数】90,457 人     

【設 立】1951年 5月 

【運 営】総代会(年 1回)、理事会(月１回)、各種委員会 

 

 

 

 

 

 

 



－ 37 －

【活動】1992年 6つの医療生協が合併して誕生、埼玉県内に病院、診療所、歯科診療所、老人保健施設、

介護事業所（訪問看護、訪問介護、デイサービスなど）、配置薬事業を運営しています。今年は、つながり・

連携をかたちに！をメインテーマに、事業と健康で安心してくらせるまちづくりを一歩すすめ、医療と介護

の危機をくい止めるとりくみをすすめる方針です。 

〈活動の概要〉保健教室（28 校 220 人卒業）・くらしの学校（11 校 106 人卒業）・ボランティアの

会登録数：約 2,500 人・教育学習活動（生協学校、ウェルカムパーティー、通信教育など）・助け合い活

動：約 70 カ所（定期的なミニデイサービス活動、他）・４･７世界保健デー、ウォークイベント、健康ま

つり・バスハイク、青空健康デー、子ども保健教室他 ・医療懇談会、NO２ 測定約2,900 カ所（年2回）

【行政の審議会等の参加】 

 薬事審議会 

【広 報】けんこうと平和(月刊)、Ｍagネット(月刊) 

【会員数】21６,124 人 

【設 立】1992年 

【運 営】総代会(年１回)、 理事会(年 12回)、 他各種委員会 

 

【活動】①県内住居者、勤労者への共済事業の推進 ②県内事務所の「全労済ぐりんぼう」のリニ

ューアル ③助成事業の実施（環境保全・子供支援活動団体） ④チャリティスポーツ大会を実

施し、ユニセフ等を通じ募金活動 ⑤小学生「作文・版画コンクール」の開催 ⑥介護・医療（健

康）相談ダイヤルの実施 ⑦埼玉県スポーツ少年団小学生軟式野球交流大会への特別協賛 

【行政の審議会等の参加】 

 なし 

【広 報】セーフティファミリー 

    （地域組合員用年２回、職域組合員用年１回）

【会員数】69.4 万人 

【設 立】1964年３月 

【運 営】総代会(年１回)、理事会、各種委員会 

 

 

 

【活動】①住まいの学習講座を戸田市・所沢市・さいたま市で開催。組合員と県民の住まいに対す

る知識を高め個人の家造りに生かされている。②環境共生住宅を重視し、新建材を含む化石燃料

を中心とした建築資材を極力使用しない住まいづくりを追求。「NPO 消費住宅フォーラム」「環

境ネットワーク埼玉」などと共同し、環境に同化できる住まい造りを探求する取り組みを進めて

いる。 ③10人からなる設計者が共同研究の場として2000年 6月から設計者会議を立上げ、

組合員・県民向け住宅セミナーを開催。生協の住まいづくりを提案してきている。最近では地球

環境に配慮した省エネの課題を解決した新しい提案住宅「明日家(あすか)」を開発した。④新築

工事が前年比2倍に前進したのをはじめ、組合員の土地の有効活用と埼玉県住宅供給公社との協

力でグループホームを完成させることができたが、障がい者団体との共同の成果として新たな前

進を確認した。⑤協力業者の業務力量を高めるため部会の立上げと独自の研修を進めている。 

【行政の審議会等の参加】 

 埼玉県建築物安全安心推進協議会委員 

【広 報】快適住まい(年 4回) 

【会員数】21,174 人 

【設 立】1992年 8月 

【運 営】総代会、理事会(年 9回)、各種委員会 
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【活動】①食農教育の実践：JA女性部員として、従来の活動に加え小学校･地域への出前講座など

展開、地産地消などの一層の取り組み拡大を図る。 ②地球温暖化対策への取り組み－JA 女性

エコライフ宣言－：地域の農業と美しい環境を次世代に継承し、住みよい地域社会づくりのため

に、地球温暖化に取り組む。③フレッシュミズの育成：後継者育成、次世代対策に伴う活発な活

動の推進。④共同購入運動の推進：JA 商品研究所により、信頼と安心の商品選定を行い共同購

入の展開。⑤情報の交換：各女性部活動の報告・交流によって情報交換を行う。  

【行政の審議会等の参加】 

 埼玉県青年農業経営士・地域指導農家認定委員、埼

玉県米消費拡大推進協議会委員、埼玉県金融・広報

委員会委員 

【広 報】彩女(年１回) 

【会員数】14,170 人 

【設 立】1954年４月 

【運 営】総会(500人規模･６月) 、組織代表者会議

(19組織 年４回)、部会 代表者会議(年１

回) 

【活動】１．7月に北海道で開催されたG8サミットに対抗行動としての集会やデモに参加(埼玉か

ら10名参加) ２．8月に来年度予算要望として埼玉県農林部長と懇談・要請する。３．各自治

体に「ミニマムアクセス米の輸入中止」「食糧自給率の大幅な向上」を求める請願を行う。 

【行政の審議会等の参加】 

 なし 

【広 報】新聞「農民」(週刊) 

【会員数】1,000人  

【設 立】1974年９月 

【運 営】理事会(隔月) 

【活動】１．調査活動 ①市町村消費者行政実態調査(６～９月) ②「消費者被害めやすばこ」ア

ンケート(11 月配布、回収)  ２．事業者への是正を求める活動 ３．学習活動 ①｢もうだま

されない!弁護士が語る悪質商法｣(12 月) ②｢広がるクレジット被害｣(２月) ③｢だまされない

で!広告表示｣（２月） ④｢携帯電話･･･広告や契約に関するトラブルについて｣ ４．その他 ①

彩の国くらしフェスティバルに出展 ②出前講座の講師のコーディネート10回 ③原稿執筆 

【行政の審議会等の参加】 

なし 

【広 報】ニュースレター(隔月)、ホームページ 

【会員数】正会員 16団体 個人 100人 

     賛助会員 6 団体 個人 15 人 

【設 立】2004年 

【運 営】総会(年１回)、理事会(年６回)、検討委員

会(年６回)、活動委員会(月１回) 
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【活動】①埼玉県多重債務協議会出席 ②県・市町村行政担当者法令研修会開催 ③各審議会・委

員会に委員として出席 ④埼玉県消費者大会参加・助言者協力 ⑤NPO 法人埼玉消費者被害を

なくす会協力 ⑥検討委員会 ⑦参加若年消費者教育研究活動 ⑧知的・聴覚・精神障害者向け

啓発活動 ⑨生命保険・損害保険代理店協会意見交換会 ⑩ヤミ金融被害対策埼玉弁護団協力 

【行政の審議会等の参加】 

 埼玉県消費生活審議会委員、埼玉県宅地建物取引業

審議会委員、埼玉県日照紛争調整委員 

【広 報】会員便り発行、会報 

【会員数】140人  

【設 立】1965年 

【運 営】代表･副代表 各１名、監事２名、運営委員

６名 

【活動】①消費者問題：第43回埼玉県消費者大会参加、消費生活展参加「見直そう!!環境とくらし」、

視察研修会「足袋とくらしの博物館」、消費者講座共催「食の安心･安全」、彩の国ふるさと農産物

フェア参加 ②環境問題：環境セミナー参加、エコライフＤＡＹ参加、年間を通じて資源回収 ③

健康問題：手作り減塩味噌作り（豆の栽培から）④福祉問題：歳末助け合い募金、ボランティア

交流会参加、手作り減塩味噌を養老老人ホームへプレゼント⑤その他：広報誌作り 

【行政の審議会等の参加】 

  春日部市環境審議会、春日部市水道事業運営審議

会、ごみ減量化･資源化等推進審議会、春日部市下

水道事業審議会、春日部市社会福祉協議会、春日部

市暴力排除推進協議会 

【広 報】春日部市くらしの会だより(年１回) 

【会員数】173人 

【設 立】1968年 

【運 営】全体活動(総会･理事会含む)と６地区に分か

れての活動 

【活動】①消費生活セミナーの開催：｢知って得する介護の最新事情｣「お肌に潤いを～美肌を守る

お手入れ法」「知って安心・防災対策あれこれ－法改正による住宅用火災報知器」 ②消費生活

講演会の開催：｢食と健康～噛むこと、食べること、生きること｣「トレーサビリティって何？～

食品の生産･流通情報を知る～」 ③消費生活１日体験教室の開催｢新しい健康体操～心と身体の

ストレッチ｣「足にやさしい布ぞうり作り」 ④生産工場等視察研修：三井製糖千葉工場、国立

歴史民族博物館(佐倉市)、キッコーマン野田工場 ⑤食の研究と調理実習｢カルシウムと鉄分を摂

る献立｣ ⑥快適かぞ市民活動への参加(年２回) ⑦コミュニティ意見交流集会および市民団体

活動報告会への参加 ⑧役員研修会｢茶道体験講座｣の開催 

【行政の審議会等の参加】 

加須市都市計画審議会、加須市男女共同参画審議

会、加須市コミュニティづくり推進協議会、地域力

創造に関する有識者会議 

【広 報】加須市くらしの会だより、ホームページ｢加

須市くらしの会｣ 

【会員数】1８０人 

【設 立】1967年４月 

【運 営】総会(年１回)、役員会(月１回) 
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【活動】①環境活動：牛乳パック、アルミ缶回収。家庭用廃油の回収、石けんづくり(各学校、公民

館行事、各種イベントにて無料配布)、ゴミゼロクリーン久喜市民運動への参加。第４回環境フェア

久喜「久喜市の子どもたちのために、よりよい環境を残すために、今、自分たちにできること」を

テーマに市内小中学生による取り組み発表他。久喜宮代衛生組合の出張講座等。廃油石けんの製造・

配布と使い方の実演。ＥM菌の取り組み。手作り手芸品の販売。②学習活動：学習会（年２回、会

員他市民の参加含む）消費生活の基礎知識や悪徳商法等について他。久喜市議会傍聴（６月）、社会

見学（年２回）生産工場や施設の見学､他団体との交流。親睦研修旅行。県消費者大会及び環境問題

の研修会やプレ学習会に参加、埼玉消費者被害をなくす会参加。③福祉活動：久喜市福祉運動会他

協力、歌謡クラブチャリティー発表会による社会福祉協議会への寄付。④久喜市及び久喜市商工会

事業他参加：久喜市民まつり、防災訓練、久喜市交通安全母の会、男女共同参画、生涯学習事業、

各公民館まつりの事業への参加。⑤クラブ活動：生活、薬草、料理、和装、園芸、歌謡、ﾌｫｰｸﾀﾞﾝｽ、

吟詠クラブの活動を通じて、リサイクル、くらしと生活についての学習や現地研修、散策、福祉活

動や慰問等。⑥その他：肉、納豆、調味料他自然食品の販売。 

【行政の審議会等の参加】 

 久喜市環境推進協議会、久喜宮代有機資源農業推進

協議会、久喜市社会福祉協議会評議員、久喜市人権

行政推進協議会、青少年育成久喜市民会議、久喜市

食育推進会議、久喜市男女共同参画審議会、久喜市

社会を明るくする運動実行委員会、久喜市交通安全

母の会、久喜市市内循環バス検討懇話会委員、久喜

市民まつりの会、女と男のいきいきネットワーク、

久喜市平和と人権の集い実行委員会、埼玉消費者被

害をなくす会 

【広 報】年２回 

【会員数】280人 

【設 立】1969年 

【運 営】定期総会(年１回)、理事会(月１回)、部長会

(年２回) 

【活動】役員定例会、総会、悪質商法被害防止の啓発、会員の親睦会、消費生活セミナー、一日料

理教室、一日編物教室、一日健康体操、視察研修、埼玉県消費者大会・同実行委員会・同プレ学

習会、消費者被害をなくす会、消費者団体交流会、特産品推進委員会、特産品推進委員会視察研

修、わんぱく商店街、中心市街地活性化推進委員会、久喜地域安全暴力排除推進大会、白岡町コ

ミセン協会議、花一杯運動、季刊誌編集委員会、ふるさとまつり参加、クリーン運動、しらこば

と賞推進委員会、しらこばと賞授賞式、蓮田市白岡町衛生組合協議会、社協評議員会議、支部社

協事業協力、エコライフ講座、白岡まつり参加 

【行政の審議会等の参加】 

 消費生活セミナー、悪質商法被害防止の啓発、白岡

町コミ協会議、花一杯運動、中心市街地活性化推進

委員会、ふるさとまつり参加、支部社協事業協力、

社協評議員会議、白岡まつり参加 

【広 報】季刊誌(年１回) 

【会員数】88人 

【設 立】1969年 

【運 営】総会(年１回)役員定例会(年 12回)、臨時 

定例会(年５回) 



－ 41 －

【活動】①清涼飲料水やジュース類に含まれる砂糖の量を調べ、砂糖のとりすぎについて学ぶ夏休

み子ども消費者教室開催 ②清涼飲料水やジュース類の砂糖の量をショーケースに展示し、一般

市民の目に触れるよう呈示している ③志木市コミュニティ協議会事業に参加 ④４市消費生

活共同通信講座受講 ⑤フリーマーケットいろは市に参加 ⑥新年会、研修旅行、講習会、商品

テストなど実施 ⑦消費生活展開催 ⑧地産地消(アグリシップ)販売に協力 ⑨マイバッグキャ

ンペーンに参加 

【行政の審議会等の参加】 

 志木市コミュニティ協議会委員、志木市社会福祉協

議会委員、志木市食品ウォッチャー委員、志木市消

費生活展実行委員会、志木市マイバッグキャンペー

ン実行委員会、志木市民環境委員会委員 

【広 報】会報(年３回) 

【会員数】88人 

【設 立】1973年 

【運 営】定例会(月１回)、定期総会(年１回) 

【活動】①さいたま市消費生活展に参加(10/27) ②学習会：｢クレジット被害をなくすために｣(講

師：長田淳弁護士)(12/17)、｢新型インフルエンザその対策は？｣(講師：さいたま市職員、医

師)(3/26) ③見学会：埼玉県消費生活支援センター(2/1) ④他団体との交流：NPO法人埼玉

消費者被害をなくす会、市町村消費者団体活動交流会、個人タクシー利用者懇談会 ⑤その他：

消費生活センター街頭キャンペーン協力(10/20)、内閣府との懇談会出席(11/13) 

【行政の審議会等の参加】 

 さいたま市消費生活審議会、さいたま市食肉市場委

員会、さいたま市食の安全委員会、さいたま市市民

活動サポートセンター整備検討委員会、北足立地産

地消をすすめる会 

【広 報】会報(年３回) 

【会員数】10団体 

【設 立】1999年 

【運 営】総会(年１回)、定例会(月１回) 

【活動】①消費者月間記念講演会(越谷市共催) ②越谷市男女共同参画支援センター６周年事業

③埼玉県消費者大会 ④市民まつり ⑤消費生活講座：「消費者が安心して使えるクレジット制

度を」 ⑥訪問研修：「パナソニックセンター東京」 ⑦環境講演会：エコ・コンサート 

【行政の審議会等の参加】 

 越谷市消費者保護委員会、消費生活センター

運営委員会、越谷市商工対策委員会、市民ま

つり実行委員会、NPO 法人埼玉消費者被害

をなくす会、埼玉県消費者大会実行委員会 

【広 報】会報「きくだより」(年２回) 

【会員数】15人 

【設 立】1979年 

【運 営】総会(年１回)、役員会(年６回)、各部会(計 10回)

【活動】07.5.31 総会、記念講演｢後期高齢者医療制度｣ 07.11.20 第 25 回消費生活展、所沢の

水を考える(気になる飲み水) 07.11.27記念講演会｢水道水が出来るまで｣ 07.7.2廃棄物減量等

推進協議会参加～08.2 月答申案提出 08.2 月施設見学－埼玉県下水道公社荒川右岸支社 

【行政の審議会等の参加】 

  所沢市生涯学習をすすめる市民会議委員、西部地

区消費者団体活動推進世話人会、NPO法人埼玉消

費者被害をなくす会 

【会員数】５団体 

【設 立】1985年 

【運 営】総会(年１回)、消費生活展(年１回)、 

定例幹事会（月１回） 
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市町村における消費生活関連事業調査の結果報告書 

2008年 10月 

第４４回埼玉県消費者大会実行委員会 

埼玉消費者被害をなくす会 
１．調査実施時期  2008年 6 月 

２．調査対象    埼玉県 ７０市町村 

３．回答状況    埼玉県 ７０市町村  

Ｑ1．消費者行政を担当している部署について 
    

 
 

 
 

 
 

Ｑ 2．平成１９年度から平成２０年度の一般会計当初予算と消費者行政関連予算について 

●

      

●

 

●

●消費者行政関連予算  金額トップ５ 
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Ｑ3．消費者団体に対する補助金等の制度について 

0  
 

Ｑ4．消費者団体に対する支援として、どのような施策が取り組まれていますか？（複数回答） 

 

Ｑ 5．消費者団体が参加する「消費生活展」の開催について 

 

Q ６．市町村が設置した審議会・委員会等への消費者代表の参加について 

 

Ｑ７．消費者被害の未然・拡大防止のための連携をしていますか？（複数回答） 
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Ｑ8．消費者教育として実施していることは何ですか？（複数回答） 

Ｑ 9．消費者相談の窓口の設置について（19年度） 

●消費生活センターを設置している8自治体の相談日数（週５日開設） 

・相談員の人員体制 

・相談受付件数（平成10年度、16年度、17年度、18年度との比較） 
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●消費生活相談コーナーを設置している52自治体の相談日数の内訳 

・消費生活相談コーナーの相談員の人員体制 

 

●市町村 消費者相談窓口の相談件数の変化について 

 

●消費者相談窓口の消費生活相談員の配置について 

※消費生活アドバイザー、消費生活コンサルタント、消費生活専門相談員、消費生活相談員 

    

４．10年間の推移から 

 （１）消費者行政 
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（２）消費者相談窓口の開設状況 

 

（３）消費者行政の今後の課題 
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http://www.uicoop.com 

 
 
 
 
 

埼玉県本部
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保障のことなら 

全国労働者共済生活協同組合連合会 

全労済は、営利を目的としない保障の生協として共済
事業を営み、組合員の皆さまの安心とゆとりある暮らしを
目指しています。すでに組合員は全国で1,390万人。出
資金をお支払いいただいて組合員になれば、各種共済
をご利用いただけます。 

保障のことなら 

全国労働者共済生活協同組合連合会 

全労済は、営利を目的としない保障の生協として共済
事業を営み、組合員の皆さまの安心とゆとりある暮らしを
目指しています。すでに組合員は全国で1,390万人。出
資金をお支払いいただいて組合員になれば、各種共済
をご利用いただけます。 

いつも、いつまでも、 
安心の笑顔のそばに。 

仲間とつなぐ。 
未来とつながる。 
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 埼玉県さいたま市南区根岸1-5-5　TEL048-864-1181（代表）

　さいたまコープ 検索



－ 50 －

- 1 -

健康づくりの頼もしいパートナー

         

http://www.mcp-saitama.or.jp 

看護師・保健師募集！ 紹介歓迎 

 

 

- -
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http://www.royalpines.co.jp/urawa
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合同会社　双信舎印刷



 
 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 

 


